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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第43期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第42期

会計期間

自平成20年
10月１日
至平成20年

12月31日

自平成19年
10月１日
至平成20年
９月30日

売上高（百万円） 10,974 54,703

経常利益（百万円） 894 7,179

四半期（当期）純利益（百万円） 371 3,596

純資産額（百万円） 48,065 49,482

総資産額（百万円） 59,246 66,556

１株当たり純資産額（円） 1,690.97 1,773.67

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
13.32 125.52

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ －

自己資本比率（％） 79.0 72.4

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△2,213 6,226

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△777 △6,438

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△980 △5,105

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
17,515 21,486

従業員数（人） 2,192 2,211

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ）は含まれておりません。　

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。　
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。

　

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年12月31日現在

従業員数（人） 2,192  

　（注）従業員数は就業人員数であります。

(2）提出会社の状況

　 平成20年12月31日現在

従業員数（人） 1,940  

　（注）従業員数は就業人員数であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1)生産実績

特に記載すべき事項はありません。

(2)受注状況

特に記載すべき事項はありません。

(3)販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

会計事務所事業（百万円） 8,485

地方公共団体事業（百万円） 1,533

印刷事業（百万円） 955

合計（百万円） 10,974

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．金額には消費税等は含まれておりません。

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３【財政状態及び経営成績の分析】

Ⅰ．経営成績

　当第１四半期連結会計期間において、売上高は10,974百万円、営業利益は877百万円、経常利益は894百万円、四半期純利

益は371百万円の業績となりました。

　当第１四半期連結会計期間の事業部門別の概況は、次のとおりであります。

１．会計事務所事業部門

　　当事業部門の当第１四半期連結会計期間の売上高は8,485百万円、営業利益は1,066百万円となりました。

（１）TKC全国会の重点活動への支援

　当社の会計事務所事業部門は、会社定款に定める事業目的（第2条第一項：「会計事務所の職域防衛と運命打開の

ため受託する計算センターの経営」）に基づき、昭和46年に当社の顧客である税理士又は公認会計士（以下：TKC

会員）により創設されたTKC全国会（全国9,740名の税理士・公認会計士の全国ネットワーク）の活動と密接な連

携をとって事業を展開しています。

　今、TKC全国会では、平成20年と21年の統一スローガンを「企業の健全なる発展を支援し、TKC会計人の使命と責任

を果たそう！－黒字決算の支援と適正申告の実現－」とし、全国で20のTKC地域会と共に以下の5つを重点テーマと

して活動しています。

　①企業の黒字決算実現の支援

　②巡回監査の完全実施と書面添付の推進

　③電子申告・納税のさらなる推進

　④会員1万名超体制の達成

　⑤会員事務所の業務品質の向上

　当社では、最新の情報通信技術を積極的に活用し、会計事務所とその関与先である中小企業の生き残りをかけた経

営改善に役立つコンピュータ・サービス、ソフトウェア製品、コンサルティング・サービスを充実させ、全国で9,740

名（平成21年1月1日現在）のTKC会員が活動の成果を享受できるよう支援体制を強化しております。

（注）TKC全国会については、『TKC全国会のすべて』またはHP（http://www.tkcnf.or.jp/）をご確認下さい。

（２）「戦略財務情報システム（FX2)」等の推進

　会計事務所の主要な顧客である中小企業の業況は、戦後最長にわたる緩やかな景気回復期にあっても総じて停滞

が指摘されていました。これにも増して平成20年9月以降の景気の急激な悪化により「１００年に一度」と言われ

るほど厳しい経済環境となっています。その長期化も懸念されることから、これからの数年間の中小企業経営にお

いては、これまで以上に難しい舵取りが必要となることが予測されます。

　このような状況にある中小企業経営者を支援するため、TKC会員事務所では、経営者の計数管理能力の向上を支援
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し、黒字決算と適正申告の実現に貢献する「TKC戦略財務情報システム（FX2シリーズ）」の利用を積極的に推進

しています。

　当社では、このFX2シリーズを推進するTKC会員事務所を支援するため、「FX2立ち上げ支援サービス」を実施し、

会計事務所主導による関与先企業の自計化促進を支援しています。

（３）ＴＫＣ会員が取り組む、「中小企業の経営承継円滑化大作戦」への支援

  経済産業省殿においては、中小企業の円滑な事業承継対策を重要な課題と捉え、「中小企業経営承継円滑化法の

創設（民法の特例、金融支援、課税の特例）」を軸とした総合的な対策を打ち出し、その支援に乗り出しました。こ

のような状況を踏まえ、TKC全国会では、「税理士は中小企業の親身の相談相手」との認識の下、平成20年6月に

「経営承継支援プロジェクト」を発足し、「中小企業の経営承継円滑化大作戦」を開始しています。

　TKC会員が実践する経営承継支援活動は、月次の巡回監査を通じた「黒字決算支援」と「事業承継法制・税制の

活用」の2つを柱とした長期にわたる支援活動です。平成20年10月からは、その具体的な活動として、TKC会員事務所

主催の「TKC経営革新セミナー 貴社の永続的繁栄のための経営承継サクセスプラン2008」が全国で3,257事務所で

開催されました。その結果、中小企業経営者を中心に約7万名が参加し、これまでに開催された「TKC経営革新セミ

ナー」の中でも最大規模のものとなっています。

　当社では、「TKC経営革新セミナー」の開催と、今後予定される「後継者塾」等の開催が、TKC会員に対する関与先

企業の顧客満足度の向上、あるいは関与先拡大につながるとの認識に立ち、セミナーコンテンツの制作、積極的な広

報活動、テレビCM・新聞を中心とした広告活動およびセミナー開催時の人的支援等を通じてTKC会員を支援しま

した。

（４）電子申告の徹底推進

　TKC全国会では、平成20年度において、6,500会員事務所で190万件以上の電子申告実践を目標に掲げ、全国規模で推

進活動を展開しています。

　当社では、この活動をシステム面から支援するため、TKC全国会システム委員会のご指導の下、法人用「TKC電子申

告システム（e-TAX1000）」と個人用「TKC電子申告システム（e-TAX2000）」を提供しています。

　このシステムは、「会計事務所が最も快適な業務プロセスで電子申告を行えること」を目的に開発されたもので、

平成19年度においては、6,277事務所で170万2,633件の国税の電子申告、および29万件を超える地方税の電子申告に

利用されるなど「わが国で一番使いやすい電子申告システム」と評価されています。

　特に法人税の電子申告においては、国税庁殿が発表した平成19年度の法人税の電子申告件数51万626件のうち、

TKC会員の実績は30万6,720件と電子申告件数全体の60%超を占め、その後も着実に利用実績を伸ばしています。こ

れら電子申告はすべてe-TAX1000を利用して実践されたものであり、e-TAX1000に「一気通貫」でデータが連携する

FX2や「TKC法人決算申告システム（TPS1000）」の処理件数の着実な拡大につながっています。

（５）TKC会員1万名超体制の構築

　TKC全国会では、会員1万名超体制の構築を目標として「TKC会員500名増強作戦」を実施しています。当社は、そ

の活動を主管するTKC全国会ニューメンバーズ・サービス委員会と連携して、新規会員の増強活動を積極的に推進

しています。

　この作戦の一環として、TKC会員から未入会税理士の紹介や同行訪問等のご支援をいただいたことで、これまで

TKC社員がなかなかアプローチできなかった中規模以上の会計事務所の所長税理士への確実な面談が増加し、入会

提案の機会獲得につながっています。当社ではこの機会を最大限に活用し、TKC全国会の取り組みや、その取り組み

を支援するシステムをご提案しています。

　平成20年11月20日には、その立証の場として「TKCニューメンバーズ・フォーラム」を開催し、117名の未入会税

理士に参加いただいています。

　そうした活動の結果、TKC会員数は、第１四半期末現在で9,740名（事務所数8,400件）となっており、会員1万名超

達成が目前に迫っています。

（６）中堅・大企業市場の開拓

①金融商品取引法の施行に伴い、上場会社においては、連結ベースでの内部統制への対応が厳しく求められ、また同

時に平成20年4月1日以後開始する事業年度から四半期報告制度がスタートしました。当社では、新しい制度改正に

対応して「連結会計システム（eCA-DRIVER）」と「税効果会計システム(eTaxEffect)」を提供し、TKC会員と協力

して中堅・大企業市場の開拓にあたり、eCA-DRIVERは当第１四半期末現在で約330企業グループ3,200社で採用さ

れています。

②当社では、TKC会員と協働して中堅・大企業市場を開拓するため、わが国で最初の「連結納税システム

(eConsoliTax)」を開発し、平成15年6月から提供しています。その後、毎年の税制改正への対応とIT全般統制への対応

を実施し、当システムは、当第１四半期末現在、約350企業グループ約4,050社において採用されています。

③平成19年1月から、法人税を単体で申告する上場企業および中堅・大企業の申告書作成と電子申告を支援するた

め、「法人電子申告システム（ASP1000R）」を提供しています。

　国税庁殿の資料によると、電子申告の普及が進む中小企業に対して、資本金5億円以上の中堅・大企業においては

実践割合が3％程度と、未だその普及が進んでいない状況です。しかし、平成20年6月から7月にかけて開催した「

TKC電子申告実践企業発表セミナー」においては、500社を超える税務部門の担当者が参加され、また、平成20年11

月に全国12都道府県において開催した「TKC電子申告セミナー」には、226社が参加されるなど、中堅・大企業にお
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いても電子申告への関心が高まってきています。

　特に、平成20年12月16日からは全国239市区町村で地方税の電子申告の受付サービスが開始され、また平成21年か

ら平成22年にかけてサービス実施団体が急激に増えることが予測されています。当社では、これを、中堅・大企業に

対してASP1000Rを促進するビジネスチャンスと捉えて、積極的な活動を展開しています。

　なお、ASP1000Rは、当第１四半期末現在で、290社を超える企業グループでご利用いただいております。

④財務会計および税務申告の処理を自社内において自己完結することが求められる上場企業や上場志向企業の

ニーズに応えて、会計法令および税法に完全準拠した「統合型会計情報システム（FX4）」を提供しており、当第１

四半期末現在で1,310社を超える中堅・大企業に導入されています。

（７）「ＬＥＸ／ＤＢインターネットの市場拡大」

　法律情報データベース（「LEX/DBインターネット」）は、明治8年の大審院判例から直近に公開された全ての法

律分野にわたる判例等を収録しており、平成20年9月末現在で、その収録分件数は59万8,000件を突破しています。当

社は、この「LEX/DBインターネット」を中核的なコンテンツとし、TKC会員事務所向けサービス、法科大学院向け

サービス、法科大学院修了生向けのサービス、弁護士向けのサービスを積極的に展開しています。

　

２．地方公共団体事業部門

当事業部門の当第１四半期連結会計期間において、売上高は1,533百万円、営業損失は223百万円の業績となりまし

た。

（１）当社の地方公共団体事業部門は、会社定款に定める事業目的（第2条第二項：「地方公共団体の行政効率向上の

ため受託する計算センターの経営」）に基づき、高度な社会的責任を持つ地方公務員の業務遂行を支援することを

目的に、専門特化した情報サービスを展開しています。

（２）地方税の電子申告への対応

　当社は、「TKC行政ASP／地方税電子申告支援サービス」を他社に先駆けて開発し、平成20年1月より秋田県秋田市

殿と和歌山県田辺市殿、また9月からは町村として全国初となる埼玉県三芳町殿において稼働を開始しました。

　また、平成20年度税制改正において、「個人住民税における公的年金からの特別徴収」制度の導入が決まり、特別

徴収義務者（社会保険庁等年金保険者）と市区町村とのデータ授受を行う経由機関として社団法人地方税電子化

協議会殿が指定されました。これにより、平成21年1月より、eLTAXを通じて公的年金にかかる各種データのやり取り

が始まることから、eLTAXの参加団体も一挙に1,200団体へと急増しました。

　そこで当社においては、「TKC行政ASP／地方税電子申告支援サービス」の特長である、①LGWAN-ASP方式によ

る高セキュリティかつ圧倒的な低コストの実現、②基幹税務システムとのデータの自動連携による入力ミスや入力

にかかる委託費等の軽減、③TKCインターネット・サービスセンターにおける電子申告データの10年間保管、など

を訴求ポイントとして集中的な提案活動を推進してきました。

　さらに、本サービスの市区町村への速やかな普及を目指し、全国の有力なシステム・ベンダー42社と同サービスの

販売に関する業務連携を結び、全国の市区町村に対する提案活動を展開しました。

　これらの活動の結果、eLTAX参加団体のほぼ半数を占める572市区町村から同サービスを受注しました。なお、この

うち118団体が新たに平成20年12月より地方税の電子申告の受付サービスを開始し、順調に稼働しています。

（３）「個人住民税における公的年金からの特別徴収」制度への対応

　平成21年10月から始まる同制度へ的確に対応するため、市区町村におけるeLTAX接続環境を整備するとともに、こ

れと連動する「TASK.NET税務情報システム」など基幹業務システムのシステム改修を行いました。なお、専門のプ

ロジェクトチームを編成し、制度対応に伴う事前テストおよびシステム提供、ならびにシステム利用団体における

スムーズな業務を支援しています。

（４）各種ASPサービスの提供

　「TKC行政ASP」シリーズの提供を通じて、地方公共団体における各種申請・届出等手続のオンライン化の推進を

支援しています。当期においては、滋賀県域事業として「TKC行政ASP／かんたん申請・申込システム」が、おうみ

自治体ネット整備推進協議会殿に採用され、3市においてシステムが稼働しました。

　また、「TKC行政ASP／公共施設案内・予約システム」は、平成21年春より埼玉県幸手市殿、埼玉県鴻巣市殿、群馬

県藤岡市殿などで稼働します。

（５）「TASK.NET公会計システム」の開発・提供

　平成21年度からの本格稼働に向けて、地方公会計制度改革に対応した「TASK.NET公会計システム」を開発・提供

しました。当第１四半期末までに、パイロット団体として5団体での採用が決定し、新年度予算編成業務からシステ

ムが稼働しています。 

　

３．印刷事業部門

当事業部門の当第１四半期連結会計期間において、売上高は955百万円、営業利益は34百万円の業績となりました。

　DPS（データプリントサービス）関連商品につきましては、前期において受注した自動車メーカーのDMハガキ、生命

保険の申込書、さらには商業印刷（カタログ）の作成取りやめなどにより、受注が減少しました。

　また、一部の製品値上げが、原紙の大幅値上げ分に追い付いていない得意先も散見されることから、引き続き価格改

訂作業を進めています。
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Ⅱ．財政状態

１．資産の部について

当第1四半期連結会計期間末における総資産は、59,246百万円となり、前連結会計年度末66,556百万円と比較して7,309

百万円減少しました。

（１）流動資産

　　当第1四半期連結会計期間末における流動資産は、33,307百万円となり、前連結会計年度末40,553百万円と比較して

7,246百万円減少しました。

その主な理由は、現金及び預金並びに受取手形及び売掛金が減少したこと等によるものです。

（２）固定資産

　　当第1四半期連結会計期間末における固定資産は、25,939百万円となり、前連結会計年度末26,003百万円と比較して、

63百万円減少しました。

その主な理由は、投資有価証券が減少したこと等によるものです。

２．負債の部について

（１）流動負債

　　当第1四半期連結会計期間末における流動負債は、7,091百万円となり、前連結会計年度末13,043百万円と比較して、

5,951百万円減少しました。

その主な理由は、支払手形及び買掛金並びに未払法人税等が減少したこと等によるものです。

（２）固定負債

　　当第1四半期連結会計期間末における固定負債は、4,089百万円となり、前連結会計年度末4,030百万円と比較して、58

百万円増加しました。

その主な理由は、退職給付引当金が増加したこと等によるものです。

３．純資産の部について

　　当第1四半期連結会計期間末における純資産合計は、48,065百万円となり、前連結会計年度末49,482百万円と比較して

1,416百万円減少しました。

その主な理由は、その他有価証券評価差額金が減少したこと等によるものです。

　　なお、当第1四半期連結会計期間末における自己資本比率は、79.0％となり、前連結会計年度末72.4％と比較して6.6ポイン

ト増加しました。

（キャッシュ・フローの概況）

１．営業活動によるキャッシュ・フロー

　　営業活動によるキャッシュ・フローについては、2,213百万円減少しました。その主な理由は、法人税等を支払ったこと等

によるものです。

２．投資活動によるキャッシュ・フロー

　　投資活動によるキャッシュ・フローについては、777百万円減少しました。その主な理由は、投資有価証券の取得を行っ

たこと等によるものです。

３．財務活動によるキャッシュ・フロー

　　財務活動によるキャッシュ・フローについては、980百万円減少しました。その主な理由は、平成20年9月期末配当（１株

当たり普通配当20円及び連続30期増収増益記念配当4円)を支払ったこと等によるものです。

　　以上の結果、当第1四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ3,970百万円減

少し、17,515百万円になりました。
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Ⅲ．事業上及び財務上の対処すべき課題

各事業部門の対処すべき課題は次のとおりです。

１．会計事務所事業部門

（１）ＴＫＣ全国会の「中小企業の経営承継円滑化支援大作戦」の支援

平成20年10月から12月に開催された「TKC経営革新セミナー 貴社の永続的繁栄のための経営承継サクセスプラ

ン2008」のアンケート結果によると、企業経営者は、スムーズな経営承継のために「黒字経営の実現」「後継者教

育」「経営承継計画の策定」等に悩みを持っていることが明確となりました。TKC全国会では、これに対応するた

め、今後TKC会員事務所主催による「後継者塾」「ＴＫＣ経営革新セミナー2009」の開催を予定しています。

TKC会員が行う黒字決算支援業務は、「TKC継続MASシステムによる経営計画策定支援」「FX2による業績管理

体制の整備・経営者の計数管理能力の向上支援」「巡回監査支援システムの有効活用」など、TKCシステムの利用

が柱となっています。このため、当社では、これまでにも増してFX2シリーズを利用した自計化推進と「TKC継続

MASシステム」「TKC巡回監査支援システム」の利用促進に全力を注ぎます。

（２）ＴＫＣ全国会の「電子申告実践活動」への支援

TKC全国会では、平成21年度までに電子申告実践200万件超を目標として活動を継続しています。当社では、TKC全

国会の指導の下、頻繁に行われる法令改正等への迅速なシステム対応と現場における人的サポートにより、この目

標達成を継続して支援して参ります。

（３）中堅・大企業市場の開拓と関与先企業拡大の支援

当社では、「法人電子申告システム（ASP1000R）」と「TKC連結納税システム（eConsoliTax）」「TKC連結会

計システム（eCA-DRIVER）」「税効果会計システム（eTaxEffect）」の利用促進を通して中堅・大企業市場の開

拓を図り、TKC会員の関与先企業拡大に貢献します。

（４）ＴＫＣ会員１万名超体制の構築支援

TKC会員1万名超体制に向け、平成20年11月に開催されたニューメンバーズ・フォーラムに参加した未入会税理

士への入会促進を実施すると共に、「会計事務所経営セミナー」や「最適事務所見学会」を実施して、早期に目標

を達成するよう努めます。

（５）当社の「強み」を活かす製品開発戦略

当社の「強み」は税務と会計にあります。例えば、法人税申告書作成システムは、昭和56年からオンライン方式に

よる提供を開始し、平成20年において約49万法人の法人税申告書作成に利用されました。加えて、消費税、所得税、相

続税、贈与税、あるいは地方税の申告計算についても、処理件数を順調に伸ばしてきています。

また、当社の財務会計システムの特長は、会計法令および会計基準への完全準拠性を堅持しながら、これと関連す

る税務申告業務と連動させ、会計と税務の「一気通貫」を実現していることにあります。当社では、今後ともこの強

みを活かしながら、新たな製品開発に取り組んでいくことが最大の課題であると認識しています。

　

２．地方公共団体事業部門

（１）市町村における「地方税の電子申告」受付体制整備の支援

①「TKC行政ASP／地方税電子申告支援サービス」と、これとデータ連携する基幹税務システムの一層の機能強化

を図ります。

②「TKC行政ASP／地方税電子申告支援サービス」利用団体における円滑な地方税電子申告受付サービスの開始を

支援します。

（２）市町村における「地方公会計制度改革」への対応支援

「TASK.NET公会計システム」の一層の機能強化を図り、既存の財務会計システム利用団体に対してシステム提

案活動を進めるとともに、新規利用団体の開拓活動を推進します。

（３）各種基幹系システムのリプレース推進

順次、更新時期を迎える「TASK.NET住基システム」「TASK.NET税務情報システム」の利用団体に対して、シス

テムリプレース提案および支援を推進します。

（４）市町村における「各種申請・届出等手続のオンライン化」の支援

各種ASPサービス（電子申請・届出、かんたん申請・申込、施設案内・予約など）の機能強化と提案活動を推進し

ます。

（５）新規顧客団体の開拓

自庁処理を行う中核規模団体（人口50万人程度まで）を対象として、「TASK.NET」シリーズおよび「TKC行政

ASP」シリーズを提案し、新規顧客団体の開拓に取り組みます。

　

３．印刷事業部門

　第２四半期に入り、金融機関や自動車関連企業からのDM受注が激減しており、当期業績の不安材料になっておりま

す。これを挽回する対策として、今春に予定されている中央官庁からのDPS関連商品の受注や、付加価値の高い新商品

の販売に向け積極的な営業展開を図ってまいります。

　一方で受注減による市場の奪い合いは、熾烈な競争となることが予想されます。これを打破するためには、効率的な

工程管理や生産稼働率の向上、さらには損紙の減少、残業時間の管理等きめ細かくコストダウンを図ると共に、DPS事
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業に係る新規顧客の獲得に向け積極的に取り組んで参ります。

　

Ⅳ．研究開発活動

　当社グループでは、会計事務所とその関与先企業に対し、革新的な情報とマネジメント・ツールを提供するため、並び

に地方公共団体に対して、行政事務の効率化・標準化・ネットワーク化を推進するために、ソフトウェアの研究・開発

を行っております。

　また、研究・開発を行う部門では、システム開発業務における品質管理・品質保証体制の確立・強化を目的として、品

質保証の国際規格である「品質システム－設計、開発、製造、据付及び附帯サービスにおける品質保証モデル（ＩＳＯ９

００１）」の認証を平成11年７月に取得しております。

　当第１四半期連結会計期間における研究開発費の総額は116百万円であります。

なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成20年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 27,916,833 27,916,833
東京証券取引所市場第

一部
単元株式数100株

計 27,916,833 27,916,833 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高
（株）

資本金増減額

（百万円）

資本金残高

（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高
（百万円）

平成20年10月１日～

平成20年12月31日
－ 27,916,833 － 5,700 － 5,409

　

（５）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成20年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

　 平成20年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式      22,300 － 単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式  27,838,900 278,389 同上

単元未満株式 普通株式      55,633 － －

発行済株式総数 27,916,833 － －

総株主の議決権 － 278,389 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,900株（議決権の数29個）含まれてお

ります。

②【自己株式等】

　 平成20年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社ＴＫＣ
東京都新宿区揚場町

２番１号
16,800 － 16,800 0.06

株式会社ＴＫＣ出

版

東京都千代田区九段

南４丁目８番８号
5,500 － 5,500 0.02

計 － 22,300 － 22,300 0.08

　（注）当第１四半期会計期間末における自己株式等の株式数は231,934株であります。（当社が所有する自己株式数

226,371株、株式会社ＴＫＣ出版が所有する相互保有株式数5,563株） 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年

10月 11　月 12　月

最高（円） 1,839 1,789 1,867

最低（円） 1,450 1,607 1,550

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、四半期連結財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」

（平成20年８月７日　内閣府令第50号）附則７条第１項第５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則

に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けて

おります。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 25,315 29,486

受取手形及び売掛金 ※3
 4,815 7,906

有価証券 99 156

たな卸資産 ※1
 631

※1
 548

その他 2,487 2,504

貸倒引当金 △42 △49

流動資産合計 33,307 40,553

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 5,621 5,681

土地 6,132 6,044

その他（純額） 2,368 2,168

有形固定資産合計 ※2
 14,122

※2
 13,893

無形固定資産 660 718

投資その他の資産

投資有価証券 5,064 5,905

差入保証金 1,349 1,337

その他 4,747 4,152

貸倒引当金 △5 △5

投資その他の資産合計 11,156 11,390

固定資産合計 25,939 26,003

資産合計 59,246 66,556

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,564 4,851

短期借入金 110 78

未払金 2,201 2,515

未払法人税等 29 2,046

賞与引当金 1,029 2,703

その他 1,155 848

流動負債合計 7,091 13,043

固定負債

退職給付引当金 2,895 2,851

役員退職慰労引当金 659 921

その他 535 257

固定負債合計 4,089 4,030

負債合計 11,180 17,073
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 5,700 5,700

資本剰余金 5,409 5,409

利益剰余金 35,820 36,118

自己株式 △396 △35

株主資本合計 46,532 47,192

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 288 1,013

評価・換算差額等合計 288 1,013

少数株主持分 1,244 1,277

純資産合計 48,065 49,482

負債純資産合計 59,246 66,556
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

売上高 10,974

売上原価 4,036

売上総利益 6,938

販売費及び一般管理費 ※1
 6,060

営業利益 877

営業外収益

受取利息 17

受取配当金 3

受取地代家賃 7

その他 8

営業外収益合計 36

営業外費用

支払利息 2

持分法による投資損失 17

営業外費用合計 19

経常利益 894

特別利益

貸倒引当金戻入額 7

特別利益合計 7

特別損失

固定資産売却損 0

固定資産除却損 2

投資有価証券評価損 40

特別損失合計 43

税金等調整前四半期純利益 858

法人税、住民税及び事業税 63

法人税等調整額 432

法人税等合計 496

少数株主損失（△） △8

四半期純利益 371
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 858

減価償却費 505

固定資産売却損益（△は益） 0

固定資産除却損 2

投資有価証券評価損益（△は益） 40

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,673

退職給付引当金の増減額（△は減少） 43

売上債権の増減額（△は増加） 2,873

その他の資産の増減額（△は増加） △425

仕入債務の増減額（△は減少） △2,140

その他の負債の増減額（△は減少） △78

その他 △270

小計 △264

利息及び配当金の受取額 28

利息の支払額 △2

法人税等の支払額 △1,975

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,213

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △2,100

定期預金の払戻による収入 2,300

有形固定資産の取得による支出 △374

無形固定資産の取得による支出 △91

投資有価証券の取得による支出 △420

その他 △90

投資活動によるキャッシュ・フロー △777

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 42

長期借入金の返済による支出 △10

自己株式の取得による支出 △362

配当金の支払額 △611

少数株主への配当金の支払額 △22

その他 △15

財務活動によるキャッシュ・フロー △980

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,970

現金及び現金同等物の期首残高 21,486

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 17,515
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

１．会計処理基準に関する事

項の変更

 (1)「棚卸資産の評価に関する会計基準」

　　の適用 

　たな卸資産については、従来、主として

先入先出法による原価法及び進捗度を

加味した売価還元法による原価法に

よっておりましたが、当第１四半期連結

会計期間より、「棚卸資産の評価に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会　平

成18年７月５日　企業会計基準第９号）

が適用されたことに伴い、主として先入

先出法による原価法（貸借対照表価額

については収益性低下による簿価切下

げの方法）及び進捗度を加味した売価

還元法による原価法（貸借対照表価額

については収益性低下による簿価切下

げの方法）により算定しております。

　なお、この変更に伴う損益への影響は、

ありません。　

 (2)「リース取引に関する会計基準」の適

　　用

　「リース取引に関する会計基準」（企

業会計基準委員会　平成５年６月17日　

最終改正平成19年３月30日　企業会計基

準第13号）及び「リース取引に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準

委員会　平成６年１月18日　最終改正平

成19年３月30日　企業会計基準適用指針

第16号）を当第１四半期連結会計期間

から早期に適用し、リース物件の所有権

が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理から通常の売買処理取引

に係る方法に準じた会計処理に変更し、

リース資産として計上しております。

　また、リース資産の減価償却の方法は、

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零として算定する方法によっておりま

す。

　なお、リース取引開始日が適用初年度

開始前のリース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、

前連結会計年度末における未経過リー

ス料残高を取得価額とし、期首に取得し

たものとしてリース資産に計上する方

法によっております。

　なお、この変更に伴う損益への影響は、

ありません。　
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【追加情報】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

（有形固定資産の耐用年数の変更）　

　連結子会社の機械装置のうち、デジタル印刷機に係るもの

については、従来耐用年数を10年としておりましたが、当第

１四半期連結会計期間より４年に変更しました。

　この変更は、平成20年度税制改正を契機として耐用年数を

見直したことに伴うものであります。

　なお、この変更に伴う損益への影響は、軽微であります。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年９月30日）

※１　たな卸資産の主要なものは次のとおりであります。　　

　

商品及び製品   302百万円

仕掛品 226百万円

原材料及び貯蔵品 102百万円　

計 631百万円

※２　有形固定資産の減価償却累計額    15,849百万円

※３　四半期連結会計期間末日満期手形の処理

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって会計処理しております。

なお、当第１四半期連結会計期間末日が金融機関の

休業日であったため、次のとおり第１四半期連結会

計期間末日満期手形が当四半期連結会計期間末残高

に含まれております。

 　　　　受取手形　　　　   　　　　15百万円

※１　たな卸資産の主要なものは次のとおりであります。

商品及び製品   312百万円

仕掛品 116百万円

原材料及び貯蔵品 119百万円　

計 548百万円

※２　有形固定資産の減価償却累計額    15,548百万円

※３　　　　　　　 ――――――

（四半期連結損益計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

　　とおりであります。

給与 1,972百万円

賞与引当金繰入額 818百万円　

退職給付費用 116百万円　

減価償却費 143百万円　

賃借料 503百万円　

研究開発費 116百万円　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

　　貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年12月31日現在）

現金及び預金勘定 25,315百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △7,800百万円

現金及び現金同等物 17,515百万円
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成20年10月１日　至　

平成20年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　27,916,833株

　

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　　 228,104株

　

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

　

４．配当に関する事項

　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年12月19日

定時株主総会
普通株式 669 24 平成20年９月30日 平成20年12月22日 利益剰余金

（注）平成20年12月19日定時株主総会決議における１株当たり配当額には、連続30期増収増益記念配当４円を含んでおり

ます。

　

５．株主資本の著しい変動に関する事項

　該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

　
会計事務所
事業
（百万円）

地方公共団
体事業
（百万円）

印刷事業

（百万円）

計

（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結

（百万円）

売上高       

(1)外部顧客に対する売上高 8,485 1,533 955 10,974 － 10,974

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －　 －

計 8,485 1,533 955 10,974 －　 10,974

営業利益（△は営業損失） 1,066 △223 34 877 －　 877

（注）１．事業区分については、販売市場及びサービス・製品等の類似性を考慮して、セグメンテーションしております。

２．各事業区分の主なサービス及び商品は、次のとおりです。

事業区分 主要なサービス及び商品

会計事務所事業

(1）情報処理サービス

①ＴＫＣ統合情報センターによるコンピュータ・サービス

大量出力（印刷）を伴うバッチ処理サービス、データ・ストレージ・サービス、ダウ

ンロード・サービス

②ＴＫＣインターネット・サービスセンター（ＴＩＳＣ）によるコンピュータ・サービ

ス

　　インターネット・サービス、イントラネット・サービス、ＡＳＰ（アプリケーション・

サービス・プロバイダー）サービス、データベース・サービス、データ・ストレージ・

サービス、ダウンロード・サービス、データバックアップ・サービス、データセキュリ

ティ・サービス

(2) ソフトウェア及びコンサルティングサービス

情報サービスの利用に伴うシステム機器に搭載するソフトウェアの開発提供、専門ス

タッフによるシステム・コンサルティング・サービス等

(3) オフィス機器の販売

情報サービス利用に伴うシステム機器の販売

(4) サプライ用品の販売

コンピュータ会計用事務用品の販売等

地方公共団体事業

(1) 情報処理サービス

①ＴＫＣ統合情報センターによるコンピュータ・サービス

大量出力（印刷）を伴うバッチ処理サービス、データバックアップ・サービス

②ＴＫＣインターネット・サービスセンター（ＴＩＳＣ）によるコンピュータ・サービ

ス

　　インターネット・サービス、イントラネット・サービス、ＡＳＰ（アプリケーション・

サービス・プロバイダー）サービス、データベース・サービス、データバックアップ・

サービス、データセキュリティ・サービス

(2) ソフトウェア及びコンサルティングサービス

情報サービスの利用に伴うシステム機器に搭載するソフトウェアの開発提供、専門ス

タッフによるシステム・コンサルティング・サービス等

(3) オフィス機器の販売

情報サービス利用に伴うシステム機器の販売

印刷事業 コンピュータ用連続伝票、一般事務用伝票、データプリントサービス、パンフレット等
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【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日）

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店が存在しないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

　

（有価証券関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）

　その他有価証券で時価のあるものが、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計

年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

 取得原価（百万円）
四半期連結貸借対照

表計上額（百万円）
差額（百万円）

(1）株式 2,844 3,483 638

(2）その他 636 463 △173

合計 3,481 3,946 465

（注）当第１四半期連結累計期間において、その他有価証券である時価のあるものについて40百万円減損処理を行ってお

ります。　

　

（デリバティブ取引関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）　

　当社グループ（当社及び連結子会社）は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年９月30日）

１株当たり純資産額 1,690.97円 １株当たり純資産額 1,773.67円

２．１株当たり四半期純利益金額等

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 13.32円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額  

四半期純利益（百万円） 371

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 371

期中平均株式数（千株） 27,871

　　　（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年２月６日

株式会社ＴＫＣ

取締役会　御中

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 原　　一浩

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 上林　三子雄

 

指定有限責任社員

　

業務執行社員　

 公認会計士 善方　正義

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＴＫＣの平

成20年10月１日から平成21年９月30日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年10月１日から平成20年12

月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＴＫＣ及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。

EDINET提出書類

株式会社　ＴＫＣ(E04807)

四半期報告書

26/26


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１生産、受注及び販売の状況
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態及び経営成績の分析

	第３設備の状況
	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）ライツプランの内容
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該四半期累計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書
	第１四半期連結累計期間

	（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更
	追加情報
	注記事項
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

